資料５

○○県社会福祉士会の懲戒に関する規則（例）
規則第　号
年　月　日制定
（目的）
第１条　この規則は、日本社会福祉士会における倫理綱領・行動規範の遵守による本会会員の倫理性の維持・向上を目的とした苦情対応及び懲戒において、公平の観点から全国で統一的な調査及び審議を行うために基本的な事項を定めることを目的とする。

（苦情受付）
第２条　本会に所属する正会員に対する苦情は本会で受け付ける。
（調査・審査）

第３条　受け付けた苦情は日本社会福祉士会に通知し、その調査及び審査は日本社会福祉士会に委託する。
（処分）

第４条　本会は日本社会福祉士会が行った調査及び審査結果にもとづき懲戒処分を行う。
（通知）

第５条　懲戒処分の結果については、本会と日本社会福祉士会の連名で苦情の申立人及び被申立人に通知する。

（公表）

第６条　懲戒処分の公表については、本会と日本社会福祉士会の連名で行う。

（委託契約）

第７条　第２条から第６条にかかる事項を執行するため、別途、本会と日本社会福祉士会の間で業務委託契約を結ぶ。
（委任）
第８条　この規則に定めるほか、運営等に必要な細目事項は、理事会において別に定める。

（改廃）

第９条　この規則の改廃は、総会の承認を得なければならない。
附　則
１．2011年○月○○日改正
２．この規則は日本社会福祉士会が連合体としての新定款を施行し、本会が正会員として入会を承認された時点から施行する。

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

補足説明
＜当規則を制定する目的＞
　　この規則は、全国にいる会員社会福祉士が被申立人になった際に統一的な基準で懲戒が審議されることを目的としていますが、あわせて、調査及び審査は日本社会福祉士が行うことをもって、もし、被申立人から本会に対して訴訟があったとき、日本社会福祉士会が訴訟当事者として訴訟参加することを可能とすることも目的としています。
＜委託契約との関係＞

　　日本社会福祉士会と結ぶ委託契約では、当規則に則り、調査及び審査は日本社会福祉士会に委託し、その通知を受けて本会が懲戒処分を行う内容となります。従って、委託契約が結ばれなかった場合は、当規則第２条から第６条にかかる事項は執行されません。

＜訴訟について＞

　　もし訴訟があった場合、本会と日本社会福祉士会の間で利害の対立はないことを前提に、日本社会福祉士会が訴訟参加し、本会と日本社会福祉士会の共通の代理弁護士をたてて、実質的に日本社会福祉士会が主体となって裁判を行うことを想定しています。
